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◎議案補充説明 

（１）議案第  ５号「令和４年度三重県一般会計予算」（関係分） 

（２）議案第１６号「令和４年度三重県港湾整備事業特別会計予算」 

（３）議案第２１号「令和４年度三重県流域下水道事業会計予算」 
 

 

 

 

１ 予算編成にあたっての基本的な考え方 
 

 

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 

激甚化・頻発化する風水害や切迫する地震災害などに屈しない強靱な県土づく

りを強力に推進します。 

 

①「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」について、緊急輸送

道路の土砂災害対策や橋梁耐震補強、河口部の大型水門の耐震補強など、「５

年後の達成目標」を踏まえ計画的に進めます。 

 

  ②各水系で定めた「流域治水プロジェクト」に基づき、流域治水を本格的に展

開します。 

 

③災害時の人流・物流の確保、早期の復旧・復興を可能にする幹線道路ネット

ワークのミッシングリンクの解消、４車線化などを進めます。 

 

④老朽化が進行する道路、堤防、海岸などの施設について定期点検・補修を予

防保全の考え方を取り入れながら、着実に進めます。 

 

⑤災害時に迅速な対応が可能となるようコントロールルームの高度化や現場資

機材の拡充を進めます。 

 

 

（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 

暮らしの安全・安心が実感できるよう通学路の交通安全対策など身近な課題へ

の対応を強化します。 

 

     ①全国で実施した通学路の合同点検結果に基づき関係者と連携しながら、交通

安全対策についてスピード感をもって対応します。 

 

②剥離が進行する道路の路面標示について、警察と連携しながら改善し、一定

の水準の確保・定常化を進めます。 

 

③地域社会を支える生活道路で車両のすれ違いが困難な未改良区間の解消を進

めます。 
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④河川や砂防ダムに堆積する土砂について、緊急浚渫推進事業をフル活用して、

官民連携で計画的な撤去を進めます。 

 

⑤熱海市での土石流災害を踏まえ、砂防指定地等における違反行為への行政指

導や、住民からの通報対応等を強化します。 

 

⑥良好な住環境を実現するため、流域下水道の整備、住宅・建築物の耐震化、

空き家の対策、県営住宅の改修を進めます。 

 

 

（３）デジタル化（ＤＸ）、グリーン化（ＧＸ）の推進 

ＩＣＴを活用したインフラマネジメントの高度化や生態系を活用した防災・減

災対策などのグリーンインフラを進めます。 

 

①道路のＡＩカメラや河川の危機管理型水位計などＩＣＴ・ＡＩを活用したモ

ニタリング体制を拡充します。 

 

②路面標示をはじめとするインフラの維持管理についてＡＩなどを活用した効

率化を進めます。 

 

③公共土木工事への県産木材の活用や道路や公園での雨水浸透桝の整備など、

生態系を活用した防災・減災対策に積極的に取り組みます。 

 

④街路樹の樹形管理や地域との協働による花植え、美化活動など空間のグリー

ン化についてメリハリをつけながら進めます。 

 

 

（４）ポストコロナを見据えた地域づくりの推進 

ポストコロナにおける豊かで活力のある地域づくりを実施するため、公共空間

の再編による賑わいの創出や公園を活用したワーケーションなどを進めます。 

 

①駅周辺地域における道路空間の再編などによる賑わいの創出や、公共交通の

利便性の向上を社会実験も含めて進めます。 

 

②ワーケーションの推進に必要な公園整備や、新たな賑わいを創出するための

Ｐａｒｋ－ＰＦＩ手法による公園整備を進めます。 

 

③観光の復興に向けたアクセス道路の改善、道の駅の利活用、駐車場の整備な

ど、地域の文化、景観にも配慮しながら積極的に取り組みます。 

 

 

（５）公共事業の的確な推進 

公共事業を効率的かつ円滑に実施し、引き続き順調な執行を確保するため、「第

三次三重県建設産業活性化プラン」に基づく労働環境の改善やＩＣＴの活用、担

い手の確保、また、不当要求対策の強化などに取り組みます。 

2



 

２ 主な重点項目 
（１）強靱な県土づくりの強力な推進 

◎ 直轄道路事業 

予算額  ９，４１０，８３２千円        [道路企画課（224-3016）] 

（ １２，８５１，８３２千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算 １，７２０，０００千円（５か年加速化対策分） 

１，７２１，０００千円（その他分） 

       地方創生、国土強靱化に資する幹線道路ネットワーク構築・機能強化を促

進します。 

 

◎ 道路改築事業 

予算額 １０，３３８，００４千円        [道路建設課（224-2630）] 

（ １５，３９９，５３２千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算 ４，６７３，０２８千円（５か年加速化対策分） 

   ３８８，５００千円（その他分） 

       高規格道路や直轄国道の整備効果を最大限に生かす道路ネットワークの形

成、第二次緊急輸送道路等の整備や地域ニーズへの的確な対応に向けて、着

実な道路整備を進めます。 

 

◎ 道路インフラメンテナンス事業 

予算額  １，８９９，１９５千円        [道路管理課（224-2677）] 

（  ２，７６３，４５５千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算   ８６４，２６０千円（５か年加速化対策分） 

老朽化が進行する道路施設について、予防保全の考え方も取り入れながら、

計画的な点検や効果的な修繕、痛んだ舗装の修繕を着実に進めます。 

 

◎ 緊急輸送道路機能確保事業 

予算額  ４，９３１，４７４千円        [道路建設課（224-2672）] 

[道路管理課（224-2677）] 

（  ６，０１５，７８０千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算 １，０８４，３０６千円（５か年加速化対策分） 

災害対応力の充実・強化のため、緊急輸送道路等の土砂災害対策や橋梁耐

震対策を進めます。 
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◎ 河川事業 

予算額  ８，８９７，３１７千円          [河川課（224-2679）] 

（ １３，５２５，３１７千円   ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算 ４，６２８，０００千円（５か年加速化対策分） 

  河川改修等により治水安全度の向上を図るとともに、大型水門等の耐震対

策や、長寿命化計画に基づく計画的な施設の修繕・更新を進めます。また、

流域全体で水害を軽減させる治水対策「流域治水」を計画的に推進するため、

流域治水プロジェクトを着実に進めます。 

 

     ◎ 砂防事業 

予算額  ４，１４９，８９７千円        [防災砂防課（224-2697）] 

（  ６，３８２，８７２千円   ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算 ２，２３２，９７５千円（５か年加速化対策分） 

砂防えん堤や擁壁等の土砂災害防止施設の整備を進めます。 

 

     ◎ 海岸改修事業 

予算額  ２，３５２，３６３千円       [港湾・海岸課（224-2690）] 

（  ３，８３２，８６３千円   ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算 １，４８０，５００千円（５か年加速化対策分） 

堤防等の高潮・侵食対策、耐震対策、海岸堤防強靱化対策を進めます。 

 

 ◎ 港湾事業 

予算額    ８３８，９００千円       [港湾・海岸課（224-2691）] 

（     ９９１，１００千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算   １５２，２００千円（５か年加速化対策分） 

港湾施設の定期点検・補修を実施するとともに、岸壁等の老朽化対策を進

めます。また、岸壁、臨港道路橋梁の耐震対策を進めます。 

 

◎ 無電柱化事業 

予算額    ５０７，０００千円        [都市政策課（224-2706）] 

（    ５７９，１６６千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算    ７２，１６６千円（５か年加速化対策分） 

「三重県無電柱化推進計画」の方針に基づき、電柱倒壊の危険性の高い市

街地の緊急輸送道路の区間において、電線類の地中化を進めます。 

 

     ◎ 流域下水道事業 

予算額  ８，０７２，９３１千円       [下水道事業課（224-2725）] 

（  ８，４８２，９３１千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 
※うちR3年度1月補正予算   ４１０，０００千円（５か年加速化対策分） 

       公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、流域下水道の整備を

推進するとともに施設の老朽化対策を進めます。 
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（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 

◎ 交通安全事業 

   予算額  １，１５４，２１３千円        [道路管理課（224-2677）] 

（  ２，０９１，１０４千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 

       千葉県八街市の事故を踏まえた合同点検や通学路交通安全プログラムの対

策箇所について、関係者と連携しながら、スピード感をもって対応します。 

 

◎ 道路維持管理事業 

   予算額  ６，６８２，６８８千円        [道路管理課（224-2677）] 

（  ６，７２４，６８８千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 

       道路利用者が安全・安心・快適に利用できるよう剥離が進行する道路の路

面標示について、警察と連携しながら改善し、一定の水準の確保・定常化を

進めます。 

 

◎ 道路改築事業【再掲】 

予算額 １０，３３８，００４千円        [道路建設課（224-2630）] 

（ １５，３９９，５３２千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 

       地域社会を支える生活道路で車両のすれ違いが困難な未改良区間の解消を

進めます。 

 

     ◎ 河川堆積土砂対策事業 

予算額   ２，７３５，１１２千円      [河川課（224-2686）] 

       河川堆積土砂の撤去および河川内の樹木の伐採を、関係市町と優先度を検

討しながら、連携して実施します。 

 

 ◎ 海岸ごみ撤去事業 

予算額        ７０，１６９千円    [港湾・海岸課（224-2700）] 

海岸漂着物や流木等を撤去するとともに、海水浴場等の清掃を行います。 
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     ◎ 流域下水道事業 【再掲】 

予算額  ８，０７２，９３１千円       [下水道事業課（224-2725）] 

（  ８，４８２，９３１千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 

       公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、流域下水道の整備を

推進するとともに施設の老朽化対策を進めます。 

 

     ◎住宅・建築物耐震促進事業 

予算額     １６４，５２０千円    [住宅政策課（224-2720）] 

                     [建築開発課（224-2752）] 

       木造住宅の耐震診断、耐震改修、除却等を支援するほか、低コストの補強

工法の普及を図るため、設計者や施工者向けの講習会を開催します。また、

避難路沿道建築物の耐震診断や耐震改修等に対する支援を行います。 

 

     ◎ （一部新※）空き家対策支援事業 

予算額       ５，０２３千円    [住宅政策課（224-2720）] 

       特定空家等の除却や移住定住のための空き家リフォームを支援します。ま

た、県民等を対象にした空き家の適正管理や活用に係る講習会を開催します。 
※ 個人が実施する特定空家等の除却に対する補助を新たに実施するため、一部新規

事業（一部新）としています。 

 

     ◎ 公営住宅建設事業 

予算額     ２７２，９９６千円    [住宅政策課（224-2703）] 

       既存県営住宅の施設の長寿命化のため、外壁改修および屋上防水改修工事

等を行うとともに、居住性を高めるため、バリアフリー改修や子育て世帯向

けの住戸内の改修工事を行います。 
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（３）デジタル化（ＤＸ）、グリーン化（ＧＸ）の推進 

◎ 道路維持管理事業 【再掲】 

   予算額  ６，６８２，６８８千円        [道路管理課（224-2675）] 

（  ６，７２４，６８８千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 

       街路樹の樹形管理や地域との協働による花植え、美化活動など空間のグリ

ーン化やＡＩ技術等デジタル化による維持管理の高度化・省力化を進めます。 

 

◎ 河川事業 【再掲】 

予算額  ８，８９７，３１７千円          [河川課（224-2682）] 

（ １３，５２５，３１７千円   ※R3年度1月補正予算含みベース） 

  避難に資するソフト対策として、水位・雨量情報システムの更新や簡易型

河川監視カメラをはじめとする水害リスク情報の発信など、ＤＸの推進に取

り組みます。 

 

 

（４）ポストコロナを見据えた地域づくりの推進 

◎ 道路調査 

予算額      ２０，５５０千円    [道路企画課（224-2739）] 

       地域の自立的発展や地域間の連携を支える高規格道路の予備設計を進めま

す。また、駅周辺地域における道路空間の再編などによる賑わいの創出や、

公共交通の利便性の向上を社会実験も含めて具体化できるよう検討を進めま

す。 

 

     ◎ 都市公園整備事業 

予算額    ６２４，７５０千円          [都市政策課（224-2706）] 

（    ７８１，２３０千円  ※R3年度1月補正予算含みベース） 

       ワーケーション推進に必要な公園整備や新たな賑わいを創出するための 

Ｐａｒｋ－ＰＦＩ手法による公園整備を進めます。 

 

     ◎ 都市計画策定事業 

予算額      ４２，６３９千円    [都市政策課（224-2718）] 

       都市計画決定（変更）の基礎資料とするため、人口規模や土地利用等に関

する現況および将来の見通しについての基礎調査を行うとともに、都市計画

区域マスタープランに沿った都市計画の策定を進めます。 
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（単位：千円）

通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等

(103,611,759) (81,291,313) (22,320,446) (104,654,277) (84,243,938) (20,410,339) (101%) (104%) (91%)

81,291,313        81,291,313        -                    84,243,938        84,243,938        -                    104% 104% -              

(160,729) (160,729) -                    (155,896) (155,896) -                    (97%) (97%) -              

160,729 160,729 -                    155,896 155,896 -                    97% 97% -              

(24,241,810) (23,829,410) (412,400) (25,488,728) (25,078,728) (410,000) (105%) (105%) (99%)

23,829,410 23,829,410 -                    25,078,728 25,078,728 -                    105% 105% -              

(128,014,298) (105,281,452) (22,732,846) (130,298,901) (109,478,562) (20,820,339) (102%) (104%) (92%)

105,281,452       105,281,452       -                    109,478,562       109,478,562       -                    104% 104% -              

（単位：千円）

通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等

(41,542,827) (24,855,381) (16,687,446) (39,804,655) (24,743,316) (15,061,339) (96%) (100%) (90%)

24,855,381        24,855,381        -                    24,743,316        24,743,316        -                    100% 100% -              

(18,389,493) (12,756,493) (5,633,000) (18,041,795) (12,692,795) (5,349,000) (98%) (100%) (95%)

12,756,493        12,756,493        -                    12,692,795        12,692,795        -                    100% 100% -              

20,068,555        20,068,555        -                    21,685,108        21,685,108        -                    108% 108% -              

(80,000,875) (57,680,429) (22,320,446) (79,531,558) (59,121,219) (20,410,339) (99%) (102%) (91%)

57,680,429        57,680,429        -                    59,121,219        59,121,219        -                    102% 102% -              

872,641            872,641            -                    922,333            922,333            -                    106% 106% -              

(5,934,166) (5,934,166) -                    (7,635,895) (7,635,895) -                    (129%) (129%) -              

5,934,166          5,934,166          -                    7,635,895          7,635,895          -                    129% 129% -              

(86,807,682) (64,487,236) (22,320,446) (88,089,786) (67,679,447) (20,410,339) (101%) (105%) (91%)

64,487,236        64,487,236        -                    67,679,447        67,679,447        -                    105% 105% -              

16,804,077        16,804,077        -                    16,564,491        16,564,491        -                    99% 99% -              

(103,611,759) (81,291,313) (22,320,446) (104,654,277) (84,243,938) (20,410,339) (101%) (104%) (91%)

81,291,313        81,291,313        -                    84,243,938        84,243,938        -                    104% 104% -              
合　　計

公
 

共
 

事
 

業

県 単 公 共 事 業

災 害 復 旧 事 業

小　　計

計

受 託 公 共 事 業

そ の 他 事 業
（ 非 公 共 事 業 ）

国 補 公 共 事 業

直 轄 事 業

令和４年度当初予算 会計別・事業別一覧表（県土整備部）

特 別 会 計
【 港 湾 整 備 事 業 】

令和３年度
当初予算　Ａ

令和４年度
当初予算　Ｂ

対前年度比
Ｂ／Ａ区　　分

１ 会計別総括表　　　

令和４年度
当初予算　Ｂ

令和３年度
当初予算　Ａ

企 業 会 計
【 流 域 下 水 道 事 業 】

一 般 会 計

２ 事業別総括表 （一般会計）

対前年度比
Ｂ／Ａ区　　分

合　　計
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３ 主な事業別明細表（一般会計） （単位：千円）

通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等

(15,233,555) (6,501,000) (14,756,053) (8,109,685) (105%) (97%) (125%)
15,233,555 - 14,756,053 - 97% 97% - 
(5,756,141) (7,093,448) (5,751,117) (5,175,975) (85%) (100%) (73%)
5,756,141 - 5,751,117 - 100% 100% - 
(2,287,950) (2,653,500) (2,113,000) (1,475,200) (73%) (92%) (56%)
2,287,950 - 2,113,000 - 92% 92% - 
(1,309,730) (439,498) (1,850,150) (300,479) (123%) (141%) (68%)
1,309,730 - 1,850,150 - 141% 141% - 

268,005 - 272,996 - 102% 102% - 
(24,855,381) (16,687,446) (24,743,316) (15,061,339) (96%) (100%) (90%)
24,855,381 - 24,743,316 - 100% 100% - 
(9,453,332) (2,505,000) (9,410,832) (3,441,000) (107%) (100%) (137%)
9,453,332 - 9,410,832 - 100% 100% - 
(2,874,037) (3,019,000) (2,906,242) (1,685,000) (78%) (101%) (56%)
2,874,037 - 2,906,242 - 101% 101% - 
(343,514) (100,000) (362,663) (210,000) (129%) (106%) (210%)
343,514 - 362,663 - 106% 106% - 
(85,610) (9,000) (13,058) (13,000) (28%) (15%) (144%)
85,610 - 13,058 - 15% 15% - 

(12,756,493) (5,633,000) (12,692,795) (5,349,000) (98%) (100%) (95%)
12,756,493 - 12,692,795 - 100% 100% - 

6,176,948 - 7,212,472 - 117% 117% - 

13,538,177 - 14,104,167 - 104% 104% - 

353,430 - 368,469 - 104% 104% - 

20,068,555 - 21,685,108 - 108% 108% - 

(57,680,429) (22,320,446) (59,121,219) (20,410,339) (99%) (102%) (91%)

57,680,429 - 59,121,219 - 102% 102% - 
合　　　計

直
轄
事
業

道 路 事 業

河川砂防事業

港 湾 事 業

公 園 事 業

計

計

県
単
公
共
事
業

建 設

維 持

調 査 等

対前年度比
Ｂ／Ａ

道 路 事 業

河川砂防事業

令和３年度
当初予算　Ａ

区　　　　　　　　分
令和４年度

当初予算　Ｂ

国
補
公
共
事
業

住 宅 事 業

(21,734,555) (22,865,738)
15,233,555 14,756,053
(12,849,589) (10,927,092)

5,756,141 5,751,117

計

(4,941,450) (3,588,200)
2,287,950 2,113,000

24,743,316
(41,542,827) (39,804,655)
24,855,381

港湾海岸事業

都市計画事業

272,996268,005

(1,749,228)
1,309,730 1,850,150

(2,150,629)

2,906,242

(18,389,493)

9,410,832
(11,958,332) (12,851,832)

21,685,108 

14,104,167 

368,469 

7,212,472 

(572,663)

12,756,493 12,692,795

362,663

(18,041,795)

(26,058)
13,058 

(80,000,875) (79,531,558)

57,680,429

9,453,332

2,874,037

343,514
(94,610)
85,610 

(443,514)

59,121,219

6,176,948 

13,538,177 

20,068,555 

(5,893,037) (4,591,242)

353,430 
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（単位：千円）'

(14,145,132) (14,127,131) (100%)
14,145,132         14,127,131         100%
(13,994,737) (13,919,953) (99%)
13,994,737         13,919,953         99%

(150,395) (207,178) (138%)
150,395             207,178             138%
(235,976) (211,353) (90%)
235,976             211,353             90%

(9,557,685) (10,924,620) (114%)
9,145,285           10,514,620         115%

(10,247,073) (11,568,775) (113%)
9,834,673           11,158,775         113%
(7,117,573) (8,482,931) (119%)

           6,705,173            8,072,931 120%
(412,400) (410,000) (99%)

                      -                       -
(△689,388) (△644,155) (93%)
△ 689,388 △ 644,155 93%

※ 各表の令和３年度当初予算の各欄の（　　）書きは、国の補正予算に係る令和２年度２月補正予算計上額を合算しています。

※ 各表の令和４年度当初予算の各欄の（　　）書きは、国の補正予算に係る令和３年度１月補正予算計上額を合算しています。

※ 各表の令和３年度当初予算の「国土強靱化等」欄は、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を含めた国の補正予算に係る令和２年度２月補正予算計上額を示しています。

また、令和４年度当初予算の「国土強靱化等」欄は、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を含めた国の補正予算に係る令和３年度１月補正予算計上額を示しています。

※ 「１ 会計別総括表」の「企業会計【流域下水道事業】」欄は、「４ 企業会計（流域下水道事業）の概要」の収益的支出および資本的支出の合計を示しています。

４ 企業会計（流域下水道事業）の概要

令和３年度
当初予算

Ａ

令和４年度
当初予算

Ｂ

対前年度比
Ｂ／Ａ

うち、建設改良費

うち、国土強靱化
等

資本的収支差
 (ｳ)-(ｴ)

収益的収入 (ｱ)

収益的支出 (ｲ)

収益的収支差
 (ｱ)-(ｲ)

純損益（税抜き）

資本的収入 (ｳ)

資本的支出 (ｴ)
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県土整備部 令和４年度当初予算編成にあたっての基本的な考え方

（１）強靱な県土づくりの強力な推進

近年の激甚化・頻発化する風水害や切迫する地震災害等に屈しない、強靱な県土づくりが不可欠。「防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策」について、「５年後の達成目標」を踏まえ計画的に進める。また、流域治水

プロジェクトの本格的な展開や、幹線道路ネットワークのミッシングリンクの解消、老朽化対策等を着実に推進すると

ともに、災害時のコントロールルームの高度化など危機管理体制を強化する。

（２）暮らしに身近な課題への対応の強化

暮らしの安全・安心を実感していただけるよう身近な課題への対応を強化する。通学路の交通安全対策を加速す

るとともに、警察等と連携した路面標示の改善、河川・砂防ダムの堆積土砂の計画的な撤去、土石流災害の防止の

ための取組の強化等を進める。

（３）デジタル化（DX）、グリーン化（GX）の推進

道路ＡＩカメラや危機管理型水位計によるモニタリング体制の拡充や、路面標示の維持管理へのＡＩ活用など、ICT

を活用したインフラマネジメントの高度化を進める。また、県産木材の活用や雨水浸透桝の整備などグリーンインフラ

を積極的に導入するとともに、街路樹の樹形管理や地域との協働による花植えなど空間のグリーン化にもメリハリを

つけて進める。

（４）ポストコロナを見据えた地域づくりの推進

ポストコロナにおける豊かで活力のある地域づくりを実施するため、公共空間の再編による賑わいの創出や公園を

活用したワーケーションを推進する。また、観光の復興に向けたアクセス道路の改善や道の駅の利活用等に積極的

に取り組む。

（５）公共事業の的確な推進

公共事業を効率的かつ円滑に実施し、引き続き順調な執行を確保するため、「第三次三重県建設産業活性化プラ

ン」に基づく労働環境の改善やICTの活用、担い手の確保、また不当要求対策の強化等を推進する。
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令和４年度当初 公共事業予算（県土整備部所管分）
一般会計
（災害復旧・受託公共事業を除く）

県土整備部
県土整備総務課 電話2655

通常 522 通常 577 通常 591

国土強靱化
124

国土強靱化等
223

国土強靱化等
204

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

令和2年度当初 令和3年度当初

（令和2年度2月補正含む）

令和4年度当初

（令和3年度1月補正含む）

計 646

計 800 計 795

国土強靱化
５か年加速化対策

国土強靱化
３か年緊急対策

県単 174 県単 201 県単 217

直轄 143
直轄 184 直轄 180

国補 328

国補 415 国補 398

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

令和2年度当初 令和3年度当初

（令和2年度2月補正含む）

令和4年度当初

（令和3年度1月補正含む）

計 646

計 800 計 795

1.16倍

1.28倍

1.27倍

0.96倍

1.08倍

0.98倍

（単位：億円）

○ 「防災・減災、国土強靱化５か年加速化対策」の予算を盛り込み、令和３年度に引き続き、公共事業全体で

R２年度比約１．２倍の予算で、インフラ整備・管理を推進

※ 令和２年度の国土強靱化は、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の３年目分を示しています。
※ 国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和３～７年度）の初年度については、令和２年度第３次補正予算において、２年目は令和３年度補正予算において措置されています。
※ 令和３年度の国土強靱化等は、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の１年目分を含めた国の令和２年度第３次補正予算に係る令和２年度２月補正予算計上額を示しています。
※ 令和４年度の国土強靱化等は、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の２年目分を含めた国の令和３年度補正予算に係る令和３年度１月補正予算計上額を示しています。
※ 令和２年度２月補正予算計上額223億円の内訳は、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」として185億円、「サプライチェーンの強靱化や物流の生産性向上に資する道路ネットワークや港湾の整備等の推進等」

として38億円となっています。
※ 令和３年度１月補正予算計上額204億円の内訳は、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」として172億円、「通学路における交通安全の確保に係る対策」等として33億円となっています。
※ 数値は四捨五入によるため、内訳と合計が一致しないこと等があります。

予
算
額

（単位：億円）

予
算
額

1.24倍 1.23倍

0.99倍

（１）通常分/国土強靱化分 別 （２）事業別内訳
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発災後概ね１日以内に

緊急車両の通行を確保し、

概ね１週間以内に一般車両

の通行を確保することを

目標として、高規格道路の

ミッシングリンクの解消等に

よる災害に強い国土幹線

道路ネットワークの機能

強化対策を推進

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 ＜道路分野＞
県土整備部

道路企画課 電話3016
道路建設課 電話2630
道路管理課 電話2677

＜主な５か年加速化対策の事業＞

（１）道路ネットワークの機能強化対策 （２）道路施設の老朽化対策

（３）道路の法面・盛土の土砂災害防止対策 （４）渡河部橋梁の流失防止対策

定期点検等により確認さ

れた修繕が必要な道路施設

（橋梁、トンネル、道路附

属物、舗装等）について、

早期または緊急に措置す

べき施設の老朽化対策を

推進

緊急輸送道路において、

豪雨による土砂災害等の

発 生 を 防 止 す る た め 、

土砂災害の危険性がある

箇所に対する道路法面・

盛土対策を推進

緊急輸送道路において、

被 災 時 に 通 行 止 め が

長 期 化 す る 渡 河 部 の

橋梁流失の災害リスク

に対し、橋梁の架け替え

を推進

上記の他、ＩＴを活用した道路管理体制の強化対策

高規格道路の
ミッシングリンクの解消

橋梁の架け替え道路法面防護

舗装の打ち換え

令和３年８月開通 令和３年11月完成

令和３年７月完成 令和３年度内架け替え工事完了予定

熊野尾鷲道路Ⅱ期（尾鷲市） 伊勢南島線（南伊勢町）

国道２６０号（南伊勢町） 香良洲公園島貫線 香良洲橋（津市）
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県土整備部
河川課 電話2682
防災砂防課 電話2697
港湾・海岸課 電話2691

＜主な５か年加速化対策の事業＞

（１）流域治水対策（河川） （２）流域治水対策（砂防）

（３）流域治水対策（海岸） （４）港湾における老朽化対策

人家が集中する地域や、

地域の社会・経済活動を

支える基礎的インフラである

医療施設・学校・道路等を

保全するため、砂防堰堤や

急傾斜地崩壊対策施設等

の砂防関係施設の整備を

推進

上記の他、河川管理施設・ダム管理施設・砂防関係施設・海岸保全施設の老朽化対策

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 ＜流域分野＞

気候変動による海面水位

の上昇等が懸念される中、

災害リスクが高い沿岸域に

おける安全性向上を図る

津波・高潮対策として堤防

等の海岸保全施設の整備

を推進

海 上 交通 ネッ トワー ク を

維持し、港湾施設の安全

な利用を確保するため、

老 朽 化 が 著 し い 施 設 に

対し、長寿命化計画に基

づく老朽化対策を推進

上記の他、河川管理施設・ダム管理施設・砂防関係施設・海岸保全施設の老朽化対策

海岸保全施設整備 岸壁床版の改修

近年の頻発化・激甚化する

水災害に対応するため、

気 候 変 動 に よ る 影 響 を

踏 ま えた 、 河川 に お け る

河 道 掘 削 、 堤 防 整 備 、

堤 防 強 化 、 耐 震 対 策 、

ダ ム の 整 備 等 を 推 進

度会小学校
（避難所）

百々川（松阪市） 止山東谷（度会町）
令和４年度以降継続 令和３年12月完成

令和４年度以降継続令和４年度以降継続

河川堤防整備 砂防関係施設整備

津松阪港大口地区（松阪市）宇治山田港海岸（伊勢市）

改修前の床版
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県土整備部
都市政策課 電話2706
下水道事業課 電話2725

＜主な５か年加速化対策の事業＞

（１）市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策 （２）下水道施設の地震対策

（３）都市公園の老朽化対策 （４）下水道施設の老朽化対策

南海トラフ巨大地震等大規

模地震の発生リスクが高ま

る中で、地震時の最低限の

排水機能を確保するため、

防災拠点や病院等の重要

施設に係る下水道管路や

下水処理場の耐震化を推進

都市公園において老朽化

した施設での事故等を防止

し、ライフサイクルコストの

低減や持続可能な維持管

理を実現するため、長寿

命化計画に基づく老朽化

対策を推進

管路破損等による道路陥没

事故の発生や機能停止を

未然に防止するため、

施設の重要度等を踏まえた

効率的な下水道管路の

点検・調査や、劣化度等を

踏まえた計画的な改築・修繕

を推進

電柱倒壊による社会的影響

が大きい市街地の緊急輸送

道路において、道路閉塞を

未然に防ぎ、大規模災害時

の被害の軽減を図るととも

に、救急救命・復旧活動に

必要な交通機能を確保する

ため、無電柱化を推進

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 ＜都市政策分野＞

公園（防災拠点）施設の更新
（浄化槽の更新）

電線類地中化 下水処理場の耐震化

下水道管路の点検・調査

令和４年度以降継続 令和４年度以降継続

令和４年度以降継続 令和４年度以降継続

都市計画道路外宮常磐線（伊勢市） 南部浄化センター（四日市市）

北勢中央公園（四日市市他） 桑名幹線（桑名市）
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（４）越水しても壊れにくい粘り強い堤防強化対策

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 ＜進捗状況＞
県土整備部

県土整備総務課 電話2762

＜主な対策の進捗状況（県独自の５年後の達成目標）＞

（１）法面・盛土の土砂災害防止対策（緊急輸送道路）

（３）河口部の大型水門・樋門等の耐震化

要対策

１４９箇所

現状
１３％

５年後

約４０％

３か年緊急対策で実施

１９箇所

約６０箇所

令和３年度見込み

令和４年度見込み

現状
２０％

５年後

約５０％

要対策

２０施設

４施設

３か年緊急対策で実施

令和４年度見込み

５年後

約７０％

令和３年度見込み令和４年度見込み

（１７％）

（２１％）

（２５％）

（５３％） （４５％）約１０施設

（２）渡河部橋梁の流出防止対策（緊急輸送道路）

現状
―

要対策

８橋

令和３年度見込み

令和４年度見込み

（１３％）

（２５％）

約４橋

５年後

約５０％

５か年加速化対策

５か年加速化対策

５か年加速化対策

要対策

約３８km
約２６km

約９km

５か年加速化対策

現状
２２％
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（１）強靱な県土づくりの強力な推進 ～災害時の迅速な対応～
県土整備部
河川課 電話2682
施設災害対策課 電話2674

○ 大規模災害に備えてコントロールルームを新たに設置

○ ＩＣＴ観測機器の情報等を集約し、被災箇所への

対応を迅速化

建設事務所、流域下水道事務所

国、市町など
関係機関

情報の
共有、連携

※平常時：建設現場確認や事務所との防災実動訓練等に活用

出展：中部地方整備局中部技術事務所ホームページ

・現場の状況をリアルタイムで共有
・対応策を迅速に決定

県土整備部

各種情報を大型モニターで共有（Ｒ４）

・河川水位情報
・道路情報
・土砂災害情報
・潮位情報
・国、事務所から

の映像
※コントロールルーム（イメージ）

災害対策本部（防災対策部）

本庁

・カメラの充実など

災害対策本部との情報共有を強化

○ 台風や集中豪雨等による浸水の排除に、機動的

な対応が可能となる排水ポンプ車を新たに導入

排水ポンプ車による活動状況

 令和４年度内に津建設事務所に配備予定

 以降、段階的に他の建設事務所への配備を検討

（１）コントロールルームの高度化 （２） 排水ポンプ車の導入
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（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 ～通学路の交通安全対策～
県土整備部

道路建設課 電話2630
道路管理課 電話2677
都市政策課 電話2706

○ 千葉県八街市の事故を踏まえた合同点検や通学路交通安全プログラムの対策箇所について、 速効対策等も
講じながら、関係者とスピード感をもって進める

～Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度
（R4.1補正含む）

Ｒ５年度～
（参考）対策箇所の視点

通学路合同点検※

要対策箇所

２２８箇所

（県管理道路分）

• 見通しのよい道路や幹線
道路の抜け道など、車の
速度が上がりやすい箇所
や大型車の進入が多い
箇所

• 過去にヒヤリハットの事
例があった箇所

• 保護者等から改善要請
がある箇所

通学路交通安全

プログラム

要対策箇所

３０９箇所※

（県管理道路分）

• 道路が狭い
• 見通しが悪い
• 人通りが少ない
• 人が身を隠しやすい場所

が近い
• 大型車が頻繁に通る

未就学児の交通安全対策
239 箇所 はＲ ２ 年度で
完了（県管理道路分）

完成

５１箇所

（２２％）

完成

＋１６０箇所

（９３％）

残り

１７箇所

地元調整に
時間を要する

箇所

合
同
点
検
実
施

ビッグデータを活用したピンポイント対策

立体路面標示等の新技術の活用 等

※R3.3現在の箇所数

※千葉県八街市の事故を踏まえて
R3.7～10に点検実施

重複３８箇所

完成

１４９箇所

（４８％）

完成

＋８４箇所

（７５％）

完成

＋５４箇所

（９３％）

残り

２２箇所
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（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 ～路面標示の改善（道路区画線）～
県土整備部

道路管理課 電話2677

○ Ｒ３年度内に剥離度Ⅲの引き直しを完了。 Ｒ4年度以降、剥離度Ⅱ以内の定常化をめざす

剥離度Ⅳ（90～100%)

約1,400km

剥離度Ⅲ（70～90%)

約800km

剥離度Ⅱ（50～70%) 剥離度Ⅰ（50～0%）

約9,700km

路面標示連絡調整会議の設置（国、県警、県）R2.7

市町を含めた連携を検討

国、三重県警と連携し同時施工など

※剥離度別の延長は、Ｈ29調査結果によるもの

ICTを活用した路面標示
点検の自動化の検討

路
面
標
示
の
適
切
な

維
持
管
理
手
法
の
確
立
へ

H30～R２

引き直し計画

R３ R４～

市町の参画

点検用AI開発の三重大学
との共同研究着手

点検用AIの実証試験着手 点検用AIの本格運用

耐久性の高い材料
の導入

区画線の剥離度

劣化状況のモニタリング調査
従来品より耐久性の高い材料を試験的に施工
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（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 ～河川堆積土砂の撤去～
県土整備部

河川課 電話2686

○ R４年度は、R３年度に引き続き、毎年の堆積量を上回る撤去を官民で連携して実施

現状：約280万m3

約15年

（１）令和４年度 堆積土砂撤去量 （２）今後の堆積土砂の推移（試算）

県
管
理
河
川
全
体
の
土
砂
堆
積
量

※ 毎年度の堆積量が一定とした場合の単純試算であり、
今後の災害や気候変動等は考慮していない。

（注１）：過去の調査結果から推定される堆積量

（注２）

（注２）：R1年度の目視調査結果から推定したR2年度末の堆積量

41万m3

+α

当初予定
16万m3

＋20万m3
16万m3

15万m3

R2年度毎年の
堆積量

+α

R4年度
撤去量
(実績）

撤去量
(予定)

堆
積
減
少

（注１）

（民間砂利採取制度拡充）

R3年度
撤去量
(予定)

22万m3

15万m3

（民間砂利採取制度拡充）

実績
13万m3

29万m3

37万m3

26万m3

+α

+α△18万m3

R2の予定
と実績

の乖離分
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（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 ～砂防ダム堆積土砂の撤去～
県土整備部

防災砂防課 電話2705

○ 砂防ダムについても、毎年の堆積量を上回る撤去を、土砂で満杯になった箇所から計画的に実施

（１）令和４年度 堆積土砂撤去量

(注２）：R2年度までの調査結果から推定したR2年度末の堆積量

（２）堆積土砂撤去の計画（試算）

（注
1）

（注２）

15万m3

R3年度
撤去量
（予定）

R2年度
撤去量
（実績）

10万m3

8万m3

R4年度
撤去量
（予定）

＋3万m3

毎年の
堆積量

△12万m3

(注１）：過去の調査結果から推定される堆積量

（注１）

※ 令和４年度の撤去量を
継続した場合の試算

※ 毎年度の堆積量を一定
とする前提条件

※ 今後の災害や気候変動
等は考慮していない

※ 河川堆積土砂の撤去と
同等の目標（約１５年）

堆
積
減
少

全体
約500万m3

約15年※

△12万m3/年

0m3

堆積容量に余裕がある
砂防ダム

満杯になった
砂防ダム

（約1,400箇所）

約180万m3
（注２）

（注２）

（砂防ダムは民間の砂利採取がないため公共のみで撤去）

（約300箇所）

小滝川砂防ダム（いなべ市）
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『災害危険性の高い盛土』の把握に
向け、

（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 ～土砂災害を踏まえた取組～
県土整備部

防災砂防課 電話2705

○ 令和３年７月に発生した静岡県熱海市の土石流災害を踏まえ、危険な盛土など、砂防指定地等における

違反行為への対応を強化

（１）行政指導の強化

（通報の流れ）

関係機関との連携に
よる確認

現地調査及び違反行
為者に対する行政指
導等

災害危険性の高い
盛土の情報等を通報

住民

通報
窓口

担当
部署

通報窓口を一元化
（県土整備部）

さらに

強化

（２）住民からの通報対応の強化

 令和４年１月より運用開始

「砂防関係法令に関する行政指導要綱」 を策定

 令和４年度早期に運用開始予定

農林水産部
環境生活部
国・市町 など

①現地調査

②口頭指導

③文書指導

④公表

⑤行政処分

⑥告発

これまでの対応 今後の対応

①現地調査
・違反等行為の発生可能箇所
（太陽光計画箇所）も注視

②③口頭指導、文書指導
・文書指導中心
・関係機関との連携強化
・指導期間の目安を設定

④公表
・運用基準のもと、必要な場合
は実施

⑤行政処分
・行政処分の実施目安を設定

⑥告発
・告発に向けて早期から警察
と協議

①現地調査
・住民等からの通報箇所への
対応が中心

②③口頭指導、文書指導
・口頭指導中心
・関係機関（雇用経済部等）と
の連携が曖昧
・指導期間の目安はない

④公表
・運用基準は設定していない

⑤行政処分
・実例が乏しく、行政処分の
対応が円滑でない

⑥告発
・告発に向けた警察との協議
が遅れがち
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（３）デジタル化（DX）、グリーン化（GX）の推進 ～道路におけるデジタル化～
県土整備部

道路企画課 電話2739
道路管理課 電話2677

○ 平常時や災害時に安全で円滑な通行を確保す

るため、AIカメラの設置を計画的に推進

（１）交通マネジメントのデジタル化 （２）メンテナンスのデジタル化

AIによる
劣化判定

路面状況の
データベース化
（帳票・地図表示）

車載カメラ
GPS撮影

R4(2022）年度
システムの実証試験着手

路面状況の自動判定、

データベース化

路面振動探知システム

スマートフォンアプリを利用した
路面振動検知システムの導入検討

道路通報システム

落石・落下
物等の発見

道路利用者
災害・落下物
処理等の迅速
化（システム導
入検討）

県職員

道路の異常をスマートフォン
アプリから通報（位置、写真）

○ ＩＣＴを活用して身近な路面管理の効率化を推進

ＡＩ路面標示劣化検知システム

連
携

Ｒ３年度：ＡＩカメラによる観測開始（10か所）

Ｒ４年度～：ＡＩカメラ増設による観測体制の拡充

 当面5年間で、約100箇所

での観測を目指す

 河川カメラや新たなコン

トロールルームと連携し

たシステムを構築

・他の交通データ(ＥＴＣ2.0等）との連携

災害時
災害時の異常検知
緊急輸送道路等

冠水危険箇所

積雪危険箇所

・既存カメラ・民間カメラの活用

人流観測 駅周辺等

平常時
交通量の常時観測
主要渋滞箇所

観光地

ＩＣアクセス道路等

・国のシステム等との連携

（※国土交通省HPより抜粋）
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（３）デジタル化（DX）、グリーン化（GX）の推進 ～道路におけるデジタル化～
県土整備部

道路企画課 電話2739
道路管理課 電話2677

（参考） ＡＩカメラで観測した交通量の推移（全箇所平均、全車種、週別交通量）
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～
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交
通
量
比
率

全日 平日 土日祝日

第１四半期 第２四半期 第３四半期

ま
ん
延
防
止
等
重
点
措
置

三
重
県
リ
バ
ウ
ン
ド
阻
止

重
点
期
間

三
重
県
緊
急
警
戒
宣
言

ま
ん
延
防
止
等
重
点
措
置

緊
急
事
態
宣
言

三
重
県
リ
バ
ウ
ン
ド
阻
止

重
点
期
間

※令和３年５月１０日（月）～５月１６日（日）の平均交通量を基準に交通量の増減を表示

令
和

3
年
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（３）デジタル化（DX）、グリーン化（GX）の推進 ～河川におけるデジタル化～
県土整備部

河川課 電話2682

○ 洪水時の水防活動に必要な情報をリアルタイムで把握するとともに、洪水時の危険性や切迫感を沿川住民に伝え、

適切な避難判断を促すため、簡易型河川監視カメラや危機管理型水位計の設置を計画的に推進

国が運営する「川の水位情報」（WEB）で
水位や画像データを発信
（http://www.k.river.go.jp）

令和３年度まで：水位周知河川※で設置を完了（44箇所）

※洪水により相当な損害を生じる恐れがある河川として水防法で指定

令和４年度～：水位周知河川以外での設置を実施

（全281箇所、うち223箇所で設置済）

 当面5年間で設置完了を目指す

 新たなコントロールルームと連携したシステムを構築

浸水被害の
実績がある

箇所

堤防背後に
人家等がある

河川
監視箇所

水位計のみ

重点監視箇所
水位計＋カメラ

河川観測機器の設置方針

◆危機管理型水位計

◆簡易型河川監視カメラ

・急激に水位が上昇する
様子等を５分毎の静止画
によりリアルタイムで配信
・豪雨や台風などの際に、
従来の水位情報だけでは
伝わりにくい河川の状況
をわかりやすく伝えること
や把握することが可能

・洪水時の水位観測（5分間
隔）に特化した低コストかつ
設置場所を選ばない水位計
・これまで水位計がなかった
小河川に設置することで、
水位観測網の充実を図ること
が可能
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（３）デジタル化（DX）、グリーン化（GX）の推進
～生態系を活用した防災・減災対策～

県土整備部
県土整備総務課 電話2762
技術管理課 電話2918

○ 地球温暖化を防止・適応していくために、グリーンインフラ（Eco-DRR）を積極的に導入

Ｒ３年度：
公共土木施設の県産木材利用５か年計画策定

Ｒ４年度：５工種で県産木材の使用を原則化

工事案内看板、仮設防護柵工、公園施設工、
植栽支柱工、木製ガードレール

順
次
適
用
工
種
拡
大

Ｒ７年度：２０工種への適用を目標

気候変動による災害リスクの増加や都市化による
雨水の貯留機能低下が課題となっており、
雨水の一時的な貯留やゆっくり地下へ浸透させる
効果を持つ雨水浸透桝の整備が必要

Ｒ３年度：試行導入の開始（伊賀市内県道１箇所）

Ｒ４年度：

① 試行導入箇所の拡充・検証

（県道津関線（県庁前）等）

② グリーンインフラ官民連携プラットフォーム等に

参画する市町と連携し、面的な展開を検討

雨水浸透桝（横浜市）

仮設防護柵工 公園施設工

植栽支柱工 木製ガードレール

（１） 公共工事への県産木材の活用 （２） 雨水浸透桝の整備
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（３）デジタル化（DX）、グリーン化（GX）の推進 ～空間のグリーン化～
県土整備部

道路管理課 電話2675

○ 三重県らしい美しい空間を目指し、道路等のグリーン化をメリハリつけて推進

景観等に
配慮する

道路

その他道路

交通安全・
防災等

に配慮する
道路

 景観計画に位置付けられた道路
 観光地周辺の道路
 賑わいを創出する道路
 地域の緑花活動の場となる道路

 通学路、緊急輸送道路
 郊外、山間部の道路

樹木の撤去・間引き・樹種の変更

（１回/年の剪定を基本、街路樹剪定士の活用）

（強剪定：0.5回/年以下）

地域の緑花活動やまちづくりの方向性
を踏まえて柔軟に対応

今後

これまで：強剪定を基本とする一律の管理

落葉樹 １回/年以下

常緑樹 0.5回/年以下

地域の理解を得ながら段階的に実施
R4年度：当面の「景観等に配慮する道路」等を選定、

一部区間で運用を開始予定

R３年度：「みえ花と絆のプロジェクト」始動
花植え活動を通じ、様々な方が知り合い、いざというと

きに助け合える地域づくりなど、地域の絆を強める取組

R４年度：プロジェクトの本格的な展開へ

 「県民の日」のメインイベントとしての一斉実施

 道路以外の公共空間への展開

 SNS等での活動の発信

 他県の活動との連携 等

令和３年度の主な取組み状況

国道42号（鳥羽市）

県道尾鷲港尾鷲停車場線
（尾鷲市）

県道上野大山田線（伊賀市）

県道津関線（津市）

青葉通（仙台市）

県道大台宮川線（大台町）

県道伊勢南島線（伊勢市）

管理目標樹形にあわせた剪定

（１）街路樹のメリハリのあるマネジメントの導入 （２）地域協働による緑花空間の展開

27



（４）ポストコロナを見据えた地域づくりの推進
～賑わいの創出と観光の復興に向けて～

県土整備部
道路企画課 電話2739

（１）公共空間の再編

○ バスタ四日市事業を推進するとともに、津駅前空間について社会実験を行いながら計画を具体化

○ 他の駅周辺や観光地周辺の道路空間についても、再編可能性の検討を進める

＜津駅前空間の例＞

社会実験津駅周辺空間の基本的な方向性

 Ｒ４年度：国・県・市で計画を具体化

Ｒ３年度

Ｒ４年度

歩行者の賑わいや滞留
機能の強化に向けて
歩道空間を利活用する
社会実験を実施

歩道空間拡張に向けて
県道を６車線から４車線
に交通規制し、交通への
影響を調査

令和３年7月 実施

県道津停車場線

イメージ 丸の内ストリートパーク社会実験

28



（４）ポストコロナを見据えた地域づくりの推進
～賑わいの創出と観光の復興に向けて～

県土整備部
県土整備総務課 電話2762
道路建設課 電話2630
道路管理課 電話2677

（２） 観光地へのアクセス道路の改善 （３） 「道の駅」の新たな連携による観光ＰＲの促進

（４） 地域文化を感じる道路空間づくり

○周辺観光施設や高速道路等と連携した、リアルな観光

情報の発信について、学生のアイデアを活かしながら強化

○ 観光地の課題について、地元と連携して、短期・長期

の対策を講じることにより、効果を早期に発現

熊野古道等の周辺道路で、来街者に地域文化を感じていた

だける案内表示や附属施設の工夫等を実施

＜丸山千枚田の例＞

現状
車のすれ違いが
困難な未改良区間
が約６割

短期対策

 安全に車のすれ違いが

できる待避所の整備

 案内表示の充実 等

長期対策

 バイパスの整備

短期対策

 駐車スペースの整備

大型バスでも
見に行ける
丸山千枚田に！

地元学生の

斬新なアイデア

ＷＥＢ＋リアル
観光情報の発信

新たな連携

附属施設の例（木製ガードレール）

県
道
熊
野
矢
ノ
川
線

国道３１１号

写真提供：和歌山県

イメージ

案内表示の例
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（４）ポストコロナを見据えた地域づくりの推進 ～ワーケーション等の推進～
県土整備部

都市政策課 電話2706

※Park-PFI

公園内に設置する収益施設

（飲食店等）から得られる

収益を活用して、その周辺の

園路や広場等の公園施設を

一体的に整備する民間事業者

を公募により選定する制度。

（１）ワーケーション推進に必要な公園整備 （２）Park-PFI手法による公園整備

○ ワーケーション推進により、広域的な集客力を強化し、

都市公園を活用した観光誘客を促進

○ 民間活力の活用(Park-PFI ※)により、公園のさらなる

魅力向上を図り、新たな賑わい空間を創出

海水浴場

新プール整備

新たな誘客施設（新プール）を整備

官民連携の相乗効果により集客力をさらに強化

コテージをワーケーション
対応にリニューアル

民間投資により
グランピングドームを整備

民間活力を活用し、新たな賑わい空間にリニューアル

熊野灘臨海公園（紀北町）

令和５年夏頃 完成予定

県単独事業 民間事業 事前に実施した実証実験
における賑わいの状況

鈴鹿青少年の森（鈴鹿市）

令和３年12月 完成 令和３年10月 完成

民間活力導入に向けての
キッチンカーイベント

Park-PFIで整備

社会教育施設(鈴鹿青少年センター）と
都市公園を一体的に整備運営

駐車場、屋外トイレ等のほか
収益施設（カフェ等）を整備

令和５年２月 完成予定
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（５）公共事業の的確な推進
県土整備部

県土整備総務課 電話2762
公共事業運営課 電話2915
技術管理課 電話2918

（４）公共事業の着実な執行

（１）労働環境の改善

（３）担い手確保の支援

※契約率：
上半期の契約額／前年度繰越と
当該年度当初予算の合計額
（維持管理費を除く）
契約額には工事、測量・設計、
用地・補償を含む

0

20

40

60

80

100

R2 R3 R4 R5

% 週休二日制工事達成率

目標
70%

実績

※目標：第三次三重県建設産業活性化プランの取組指標

達成率: ４週８休を達成した工事件数 / 月２回土日完全週休二日制工事件数

①建設業の魅力を伝える出前授業等を

業界と連携し開催

～Ｒ３ ： 公立高校

Ｒ４～： 私立高校、大学に拡大

②女性の活躍を後押しするため、業界と連携し女性技術者交流会や

女子学生との意見交換会を開催

③ＳＮＳの活用や写真展の開催等により、建設業の魅力を幅広く発信

引き続き上半期契約目標

を定め、公共事業を着実に

執行

新たに担い手確保支援チームをつくります

６５％

７６％

８０％

60

70

80

90

R1 R2 R3 R4

上半期契約率
（県土整備部所管事業）出前授業

（見込み）

（２）ＩＣＴの活用（生産性向上）
３次元起工測量

（５）不当要求の根絶 「三重県建設工事等不当要求等防止協議会」を積極的に運用

週休二日制工事（４週８休

指定）の対象を拡大し、労働

環境の改善を推進

目 標

令和３年度 令和４年度

土木一式工事
（３千万円以上）

《ＩＣＴ建機による施工》

《ドローンを活用した
３次元起工測量》

適用工種を拡大し、建設現場の生産性の

向上を推進

令和３年度 令和４年度

土工、舗装工、法面工、舗装工（修繕工）、
浚渫工（港湾） など

構造物工
(橋脚・橋台)

海上地盤改良工
（床掘工・置換工)

舗装工事
法面処理工事

土木一式工事
（すべて）
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（１）議案第５号「令和４年度三重県一般会計予算」（関係分） 

 

１ 債務負担行為予算案 

（千円） 

事項 期間 限度額 

都市公園事業（北勢中央

公園ほか３公園）に係る

契約 

 

令和４年度～令和９年度 

 

1,035,305 

 

○債務負担行為予算額（令和４～９年度）：総額 1,035,305 千円 

   令和４年度：０円 

   令和５～９年度（５年間）：1,035,305 千円（ 207,061 千円/年） 

 

２ 指定管理者を更新する施設 

下表の県営都市公園については、指定管理者制度を導入し、民間事業者のノウ

ハウを活用した管理運営を行っており、施設管理業務を適正に実施するだけでな

く、自主イベントの開催やＳＮＳによる情報発信等を通じた集客などに積極的に

取り組んでいるところです。令和５年３月 31 日をもって、５年間の指定期間が

満了するため、債務負担行為を設定のうえ更新にかかる手続を行います。 

 

表「各公園における指定管理者制度導入年度等」                                

公園名 指定管理者制度導入年度 現在の指定管理期間 

北勢中央公園 平成 20 年度 平成 30 年度～令和４年度 

亀山サンシャイン

パーク 

平成 20 年度 平成 30 年度～令和４年度 

大仏山公園 平成 20 年度 平成 30 年度～令和４年度 

熊野灘臨海公園 平成 18 年度 平成 30 年度～令和４年度 

 

３ 指定管理者制度の活用にあたっての基本的事項 

（１） 指定管理者制度活用の目的（期待する効果）   

民間が持つ知恵や豊富な知識などを効果的に活用することにより、各施設の

効用を最大限に発揮し、もって、県民サービスの向上および経費の節減を図る

とともに、県がめざす施策の実現に寄与するため、指定管理者制度を活用しま

す。 

 

（２） 指定管理者が行う業務の範囲   

指定管理者が行う業務の具体的な内容は、次のとおりです。 

・ 施設の運営に関する業務 

・ 施設の維持管理に関する業務 

・ 施設の利用許可等に関する業務 
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なお、指定管理者が業務の遂行にあたり、県民に提供していただくサービス

の水準を確保するため、個々の業務区分ごとに具体的な「要求水準」を募集要

項の中で定めることを予定しています。 

 

（３） 各施設個別の基本的事項 

別紙「各施設個別の基本的事項」のとおりです。 

なお、成果目標として従来より設定してきた年間施設利用者数は、天候不順

等の外的要因の影響を大きく受ける場合があることから、指定管理者の運営努

力を適切に評価するため、年間施設利用者数に加えて施設利用者及びイベント

参加者の満足度を新たな成果目標として設定します。 

 

（４） 利用料金制採用の考え方   

県営都市公園の管理運営にあたっては、指定管理者の民間的発想に基づく柔

軟かつ機動性のある経営を引き出し、多様な県民ニーズに対応できるサービス

提供や効率的な施設運営を目指して、利用料金制（地方自治法第 244 条の２第

８項の「利用料金」をいう。）を採用します。 

 

（５） 指定の期間（予定） 

指定の期間は、指定管理者制度に関する取扱要綱第４条に規定する指定管理

期間の標準に基づき、令和５年４月１日から令和 10 年３月 31 日までの５年間

（前回募集時と同様）を予定しています。 

 

４ 指定管理者の募集及び選定に関する事項 

（１） 募集の方法   

広く民間のノウハウを活用し、より一層の効果的・効率的な管理運営を図る

ため、指定管理者を公募により選定する予定です。 

 

（２）選定委員会の構成と委員選定の視点   

指定管理候補者の選定にあたり、その選定過程や手続きの透明性・公平性を

高めていくため、三重県都市公園条例第 14 条の７の規定に基づき、県職員以

外の有識者等で構成する「三重県営都市公園指定管理者選定委員会」を設置し

ます。 

   選定委員会は、学識、経験、男女比などを考慮のうえ、都市公園に関する有

識者、経営に関する専門的な見識を有する者、施設利用代表者・地域住民代表

者（公募により選定）などにより５～10 名の民間委員で構成することを予定し

ています。 

 

（３）審査の方法及び審査基準等の考え方   

選定委員会では、応募者から提出された事業計画書等についてヒアリングを

実施したうえで、次の選定基準等に基づき総合的な審査を行います。 

県は、選定委員会の審査結果をふまえ、最適と認められる者を指定管理候補
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者として選定します。 

 

〔選定基準〕 

① 事業計画の内容が、県民の平等な利用を確保することができるものである

こと。 

② 事業計画の内容が、各施設の適切な管理を図ることができるものであるこ

と。 

③ 事業計画の内容が、各施設の特性に応じてその効用を最大限発揮すること

ができるものであり、県民サービスの向上を図ることができるものである

こと。 

④ 事業計画の内容が、各施設の管理の効率化を図るものであること。 

⑤ 指定を受けようとするものが、事業計画に沿った管理を安定して行うため

に必要な人員及び財政的基礎を有していること。 

   なお、詳細な審査基準、配点については、選定委員会で決定します。 

 

５ 今後の日程に関する事項（予定）   

令和４年 ６月  選定委員会の開催（審査基準、配点表等を決定） 

７月  募集開始（８月下旬まで） 

９月  令和４年９月定例月会議へ指定管理候補者の選定状況を報 

    告 

10 月   選定委員会による審査 

11 月   指定管理候補者の決定 

令和４年 11 月定例月会議へ指定管理者指定議案 

を提出 

  令和５年 １月  指定管理者の指定（告示） 

２月  指定管理者と協定を締結 

４月  指定管理者による施設管理を開始 
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（４）議案第５７号「令和３年度三重県一般会計補正予算（第２０号）」 

（関係分） 

（５）議案第６８号「令和３年度三重県港湾整備事業特別会計補正予算 

（第２号）」 

 

 

１ 会計別総括表                                         （単位：千円） 

区     分 補正前の額 補 正 額 
補正後の 

予算額 

  一 般 会 計 103,633,286 △ 993,109 102,640,177 

 土 木 費 97,533,681 △ 486,294 97,047,387 

災害復旧費 6,099,605 △ 506,815 5,592,790 

  特別会計（港湾整備事業） 166,107 △ 17 166,090 

合    計 103,799,393 △ 993,126 102,806,267 

 

 

２ 事業別総括表（一般会計）                           （単位：千円） 

 

 

 

 

区     分 補正前の額 補 正 額 
補正後の 

予算額 

公 

共 

事 

業 
国補公共事業 39,952,069 △ 17,389 39,934,680 

直 轄 事 業 20,126,672 94,736 20,221,408 

県単公共事業 20,009,452 △ 320,416 19,689,036 

小  計 80,088,193 △ 243,069 79,845,124 

受託公共事業 531,891 △ 152,869 379,022 

災害復旧事業        6,099,605 △ 506,815 5,592,790 

計 86,719,689 △ 902,753 85,816,936 

その他事業（非公共事業） 

（ 非 公 共 事 業） 

一般会計 

16,913,597 △ 90,356 16,823,241 

合    計 

一般会計 

103,633,286 △ 993,109 102,640,177 
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【国補公共事業】     △ １，７３８万 ９千円 

 （主なもの） 

   住宅事業      △ １，８０６万 ５千円 

    公営住宅建設費  △ １，８０６万 ５千円 

 

 

【直轄事業】         ９，４７３万 ６千円 

 （主なもの） 

   直轄河川事業負担金   ８，８１１万 ９千円 

 

 

【県単公共事業】      △ ３億 ２，０４１万 ６千円 

 （主なもの） 

   県単建設事業           △ １億   ７１５万   円  

県単道路改築費         △   ８，３９０万 ８千円 

 

   県単維持事業           △ ２億 １，３２６万 ６千円  

公共土木施設維持管理費    △ ２億 １，３１１万 ２千円 

 

 

【受託公共事業】     △ １億 ５，２８６万 ９千円 

 （主なもの） 

   道路事業       △ １億 ３，３６８万 ３千円  

    県単道路改築費  △ １億 ４，７５２万 ５千円 

 

 

【災害復旧事業】     △ ５億   ６８１万 ５千円 

 （主なもの） 

   令和３年災害土木（建設）復旧費   △ ５億 ７，０２７万 ６千円 

   令和３年県単災害土木復旧費     △ ２億 １，５３０万 １千円 

   平成３１年災害土木（建設）復旧費    ３億 １，１０１万 ３千円 

 

 

【その他事業】      △  ９，０３５万 ６千円 

 （主なもの） 

   職員人件費     △  ３，８１０万 ９千円 
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【繰越明許費】 

 

（繰越明許費一覧表）                         （単位：千円） 

科     目 補正前の額 
今回追加・変
更を行う額 

補正後の額 備      考 

一般会計 15,061,339  33,636,845 48,698,184  

土 木 費 15,061,339 28,922,373 43,983,712  

土 木 管 理 費 － 5,866,175  5,866,175  
公共土木施設維持管理

費ほか１事業 

道路橋りよう費 8,109,685 12,454,043 20,563,728 
道路整備交付金事業費

ほか１６事業 

河 川 海 岸 費 5,911,975 8,298,809 14,210,784 
砂防整備交付金事業費

ほか２０事業 

港 湾 費 739,200 966,714  1,705,914 
海岸高潮対策（港湾）

費ほか４事業 

都 市 計 画 費 300,479 1,336,382 1,636,861 
街路整備交付金事業費

ほか９事業 

  住  宅  費 － 250 250 住まい安心支援事業費 

災害復旧費 － 4,714,472 4,714,472  

土木施設災害復旧費 － 4,714,472 4,714,472 
令和３年災害土木（建

設）復旧費ほか５事業 

  県 土 整 備 部 計 15,061,339 33,636,845 48,698,184  
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（６）議案第７３号「令和３年度三重県流域下水道事業会計補正予算 

（第４号）」 

 

企業会計（流域下水道事業）総括表                  （単位：千円） 

              補正前の額 補 正 額 
補正後の 

予算額 

収益的収入 (ｱ) 14,175,455 31,381 14,206,836 

収益的支出 (ｲ) 14,070,066 74,950 14,145,016 

収益的収支差 (ｱ)-(ｲ) 105,389 △43,569 61,820 

純損益（税抜き）   273,097 △12,634 260,463 

資本的収入 (ｳ) 9,263,769 △31,061 9,232,708 

資本的支出 (ｴ) 10,053,151 △31,061 10,022,090 

  うち、建設改良費    6,936,739 △31,061       6,905,678 

資本的収支差 (ｳ)-(ｴ) △ 789,382 ― △ 789,382 
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（７）議案第３０号「三重県手数料条例の一部を改正する条例案」 

（関係分） 

 

 

１ 改正理由 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令が改正（令和４年１月26日公布）

されたことにより、宅地建物取引士資格試験手数料の額を改正するものです。 

 

 

２ 改正内容 

宅地建物取引業法第16条第１項の規定に基づく宅地建物取引士資格試験手

数料を 7,000 円から 8,200 円に改定します。 

 

 

３ 条例の施行期日 

  令和４年４月１日 
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